
令和３年度公共事業再評価調書

19

工事着手年度 20

(1)事業目的

(2)事業内容

(1)事業を巡る社会経済情勢等の変化

(2)事業の投資効果

(3)事業の進捗状況（令和３年度末見込み）

評価

評価

(1)対応方針（案）

本事業を（　継続　・　見直し後継続　・　中止　）する。

(2)理由

資料2(様式１)

番号 23

事　業　名 高潮対策事業 事業主体 静　岡　県

担当課名：　港湾整備課

再評価理由 再評価実施(H28)後５年間が経過した時点で継続中

箇　所　名 御前崎港海岸 関係市町 御前崎市

事業採択年度 平成 年度 計画期間 平成19年度　～　令和12年度

用地着手年度 平成 年度 平成 年度

～R1年度 R2年度 R3年度見込

事　　業 　南海トラフ巨大地震や東海地震等により発生が予想される津波から、背後地の浸水被害
を防止・軽減し、住民の生命と財産を保護することを目的とする。

計

7,784 1,514 300 200 2,014
全体事業費

百万円 投資状況
（百万円）

費用対効果（B/C）：　1.7　、　経済的内部収益率（EIRR）：　6.4％
　　　総便益：　128.9億円
　　　　（一般資産被害額、公共土木施設被害額、公益事業等被害額）
　　　総費用：　74.1億円
　　　　（建設費：68.7億円、維持管理費：5.4億円）

必要性等

【事業費】25.9％（2,014百万円/7,784百万円）
【事業量】18.6％（816m/ 4,386m）

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

【視点２】
　本事業による防潮堤の整備については、東日本大震災以降、地元からの事業に対する期
待も非常に大きく、津波防護ラインの早期完成及び第４次被害想定津波高に対応した施設
改良（嵩上げ等）が求められている。令和３年度より集中・重点的に事業費が配分される
新規補助事業に採択されたため、令和12年度までに全区間を完了する見込みである。

今　後　の
事業の進捗
の見込み

継続が妥当　・　視点３による見直し後継続が妥当　・　継続は妥当ではない

【視点３】 　防護ラインの開口部（港湾道路）について、陸閘構造等を検討し、トータルコストの縮
減に取り組んでいる。
　陸閘の機械・電気設備について、長寿命型設備の設置や新技術の導入を積極的に検討
し、維持管理コスト及びライフサイクルコストの縮減を図っており、今後も引き続きコス
ト縮減に努めていく。

新たなコスト
縮減・代替案

立案等
の可能性

対応方針
(案)

　本事業は、津波から住民の生命と財産を守るものである。近年、切迫する南海トラフ巨
大地震や東海地震等の発生が危惧され、早急な対策が求められている。さらに、事業の投
資効果も見込まれ、令和３年度より新規補助事業として採択されるなど、今後の事業の進
捗が見込めることから、事業を継続する。

概　　要
胸壁（新設）1,439m、胸壁（改良）2,722m、堤防（改良）862m
陸閘（新設）３基、陸閘（改良）９基

【視点１】

　東日本大震災の甚大な津波被害を受け、国民の津波対策への関心が高まり、浸水が想定
される沿岸地域では、津波避難計画の策定や津波避難訓練の実施など、防災意識の高揚が
図られている。このような中、沿岸住民の生命と財産を守るうえで重要な役割を担う防潮
堤の整備に対する期待は、益々大きなものとなっている。事　業　の



御前崎港海岸　海岸（高潮）事業

１．分析設定

　・費用対効果分析の基本的な考え方

「海岸事業の費用便益分析指針（改訂版）（令和2年4月　一部更新）　平成16年6月」

「治水経済評価マニュアル（案）」令和2年4月

（各種資産評価単価及びデフレーターは令和3年3月改正版））

　・社会的割引率　　　４％

２．分析結果

　総括表

「浸水防護便益」

　事業を実施しない場合に想定される浸水地域での資産被害額

総費用Ｃ ［建設費］　＋　［評価期間内に必要な維持管理費］ 74.1億円

Ｂ／Ｃ 費用便益比 1.7

EIRR 経済的内部収益率 6.4%

　総便益

○「浸水防護便益」

　　便益計　＝　Σ　年平均被害軽減額／(1+0.04)
n

　　　　＝　128.9億円

　総費用

費用対効果の算出説明書

総便益Ｂ 128.9億円

　年平均被害軽減額を社会的割引率4%、評価対象期間74年（工期24年＋50年）とし、現在価値化する。

全体事業費　74.1億円（事業費68.7億円、維持管理費5.4億円）

　　費用計　＝　Σ年間建設費／(1+0.04)
n
　＋　Σ年間維持管理費／(1+0.04)

n

　　　　　　　 ＝　74.1億円


